
岩倉市保育所等紙おむつ処理費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、保育サービスを快適に利用できる環境を整備するた

め、認可保育所、認定こども園及び小規模保育事業所（以下「保育所等」

という。）を利用する児童（以下「利用児童」という。）の保護者に使用

済みの紙おむつの持ち帰りを求めることなく、当該紙おむつの処理を自

ら行っている保育所等に対し、必要な費用を補助する岩倉市保育所等紙

おむつ処理費補助金（以下「補助金」という。）に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 認可保育所 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第３５条第４項の規定により都道府県及び市町村以外の者

が設置した保育所をいう。 

(2) 認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項の規

定に基づき設置された幼保連携型認定こども園のうち学校法人（私立

学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人をい

う。）又は社会福祉法人（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第 

２２条に規定する社会福祉法人をいう。）により設置されたものをい

う。 

(3) 小規模保育事業所 法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事

業を実施する事業所をいう。 

（対象事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「対象事業者」という。）は、

岩倉市内に所在する保育所等のうち、使用済みの紙おむつの処理を自ら

行い、かつ、その処理に係る費用の全部又は一部を利用児童の保護者か

ら徴収していない施設の設置者とする。  

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、各月初日の利用児童（２歳児以下のクラスを利用

する者に限る。）の数に、２００円を乗じて得た額とする。 



（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする対象事業者（以下「申請者」とい

う。）は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期限までに、

岩倉市保育所等紙おむつ処理費補助金交付申請書（様式第１）に必要な

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 第１期分（４月から６月まで） ６月３０日まで 

(2) 第２期分（７月から９月まで） ９月３０日まで 

(3) 第３期分（１０月から１２月まで） １２月２８日まで 

(4) 第４期分（１月から３月まで） ３月３１日まで 

 （交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査

し、補助金の交付を適当と認めたときは、速やかに交付の決定をし、岩

倉市保育所等紙おむつ処理費補助金交付決定通知書（様式第２）により

申請者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第７条 前条の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期限までに、岩倉市保育

所等紙おむつ処理費補助金実績報告書（様式第３）に必要な書類を添え

て、市長に提出しなければならない。 

(1) 第１期分 ７月３１日まで 

(2) 第２期分 １０月３１日まで 

(3) 第３期分 １月３１日まで 

(4) 第４期分 ４月３０日まで 

 （補助金の額の確定及び交付等） 

第８条 市長は、前条の規定による実績報告があったときは、その内容を

審査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、岩倉市保育所等紙

おむつ処理費補助金確定通知書（様式第４）により補助事業者に通知す

るものとする。 

２ 補助事業者は、前項の通知を受けたときは、岩倉市保育所等紙おむつ

処理費補助金請求書（様式第５）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

 （交付決定の取消し） 



第９条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたと

きは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 補助金を交付の目的以外の目的に使用したとき。 

 (2) 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の交付について不正の

行為があったとき。 

 (3) この要綱の規定に違反したとき。 

 （補助金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合

において、当該取消しに係る部分について既に補助金が交付されている

ときは、期限を定めて当該補助金を返還させなければならない。 

 （検査等） 

第１１条 市長は、補助事業者に対して、事業に関して必要な指示をし、

報告を求め、又は検査することができる。 

 （雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 


